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地域医療提供体制の充実と先進的医療の推進 
 

✦政策の目標・方向性 

・将来の医療需要増加に向け、限られた医療資源を最大限に活用し、適切な医療を提供するため、
「よこはま保健医療プラン 2018」に基づき、必要な病床機能の確保や、医療機関の機能に応
じた役割分担と連携体制の構築、医療従事者の確保・養成の取組を進め、地域医療構想の実現
を目指します。また、再生医療など、先進的な医療の研究開発に引き続き取り組みます。 

・産科・小児医療の充実や適切な救急医療を受けることができる環境の構築を進めます。 
・救急需要増加に的確に対応する救急救命体制の整備を進めます。 
・「横浜市がん撲滅対策推進条例」に基づく総合的ながん対策の推進に取り組みます。 

✦現状と課題 

・医療需要の大幅な増加が見込まれる 2025(平成 37)年に向けて、地域の医療関係者と協議の上
「地域医療構想」を策定しました。 

・横浜市救急相談センターでの救急電話相談（＃7119）の 365日 24時間対応を開始しました。 
・横浜市立大学先端医科学研究センターでは、先進的医療の研究※1について成果を上げています。 
・将来必要となる病床機能の確保及び連携体制の構築、合わせて医師・看護師等の医療従事者の
確保・養成が必要です。また、がんに対応するために予防・早期発見・治療の一層の充実、産
科・小児医療では子育て世代を応援するため、現在の取組を継承していくことが重要です。 

・救急要請の増加に伴い、現場到着時間は延伸傾向にあります。今後、高齢化の進展等により救
急出場件数のさらなる増加が予測されるため、救急救命体制の充実・強化が必要です。 

・大規模スポーツイベントや国際会議等に対応するため、救急・災害医療体制の充実が重要です。 
・市民病院は 2020(平成 32)年の開院に向け工事を進めています。新病院では、果たすべき医
療機能を見据えた人材確保・育成や医療機器整備、安定した病院経営を行います。 

・地域医療提供体制の確保のため、横浜市立大学附属病院や地域中核病院 ※2など、老朽化が進
む急性期病院の再整備を行う必要があります。 

  

 
 
 
 
 
 
 
 

 

【高度急性期病床】
診療密度が特に
高い医療を提供

在宅復帰に向けた
医療やリハビリ提供

【回復期病床】

状態の早期安定化に
向けた医療を提供

【急性期病床】

長期の療養患者の
入院機能

【慢性期病床】

安定後転院

安定後転院 【日常の医療】
・かかりつけ医
・地域の連携病院

退院・在宅移行

患者の状態に
応じて搬送

入院が必要

 
 既存病床数 2025年推計病床数※ 
高度急性期 4,198床 3,633床 
急性期 11,901床 9,273床 
回復期 2,210床 7,708床 
慢性期 4,560床 5,551床 
合計 22,869床 26,165床 
 

※2 地域中核病院：昭和 30年代以降の人口急増に対応するため、市中
心部を除いた郊外部６方面に計画的に誘致してきた病院。救急や高
度医療のほか、政策的医療を提供している。 

※推計病床数：本市将来人口推計、厚生労働省 H28 病院報告に基づく市内
病院の実績（病床利用率）を活用して推計した需要が見込まれる病床数 

 

効率的で質の高い医療提供体制の整備 
資料：神奈川県地域医療構想 

年間救急出場件数の推移                   
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資料：消防局 

政策 18 

※ 

※予測値：横浜市立大学との 
共同研究による将来の救急需要予測 

地域全体で治し、支える地域完結型医療
を目指し、高度急性期から在宅まで患者
の状態に応じた適切な医療を提供 

病床数の推計 資料：医療局 

※1 ヒト iPS 細胞からのヒト臓器作製成功や、脳卒中後のリハビリテ
ーション効果を促進する新薬の候補化合物の特定等 
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✦指標 
 指標 直近の現状値 目標値 

（33年度末） 所管 

１ がん相談支援センターにおけるがんの
治療や生活等に関する相談 ※件数 

21,712件/年 
（28年） 

25,000件/年 
（32年） 医療局 

２ ＃７１１９の認知率 53.3％（29年度） 71.0％ 医療局 

３ 緊急度が高い傷病者に対する救急車等
の現場到着時間 ５分台（29年） ５分台を維持 消防局 

※治療や生活等に関する相談：患者や家族の治療や費用、副作用など様々な不安、療養生活や働く世代の治療と仕事の両立についての相談等 
 
✦主な施策（事業） 
１ 【新規】病床機能の確保・連携体制の構築 所管 医療局 
今後、不足が見込まれる回復期・慢性期病床の増床・転換など、地域の実情にあった病床整備を進めます。ま

た、ＩＣＴを活用して市内医療機関等を連携させる地域医療ネットワーク ※の構築を推進します。 

想定 
事業量 

地域医療ネットワークに接続している市立・市大・地域中核病院数 ４か所 
【直近の現状値】ネットワークに必要な要件をまとめたガイドライン策定 

計画上の 
見込額 

13 億円 

※地域医療ネットワーク：治療等に必要な診療情報や患者情報を、地域の病院やかかりつけ医、薬局、介護事業所などの関係者で参照・共有するこ
とができるＩＣＴを活用したネットワーク 

２ 医療従事者の確保・養成 所管 医療局 
医療従事者の確保・養成の支援策の検討・調査を進めるとともに、看護師を安定的に確保するため、引き続き、

（一社）横浜市医師会及び（公社）横浜市病院協会立看護専門学校に対する運営費助成を行います。 

想定 
事業量 

運営費助成を行う看護専門学校の卒業生数 864 人（４か年） 
【直近の現状値】29 年度：195 人/年（医師会 120 人・病院協会 75 人） 

計画上の 
見込額 

19 億円 

 
３ 総合的ながん対策の推進 所管 健康福祉局、医療局 
がん医療の充実に加え、予防や早期発見、就労支援等ライフステージに応じた対策等を推進し、全ての市民が

「がんを知り、がんと向き合い、がんと共に生きる」ことができる社会の実現を目指します。 

想定 
事業量 

横浜市指定の乳がん連携病院数 ６か所 
【直近の現状値】29 年度：３か所 

計画上の 
見込額 

184 億円 

 
４ 産科・周産期医療及び小児医療の充実 所管 医療局 
安心して出産できる環境を確保するため、産科拠点病院や出産を取り扱う医療機関に対し支援を行います。併せ

て、小児救急の適切な受診などの啓発・情報発信を実施します。また、重度の病気や障害を抱えながら療養生活を
送る患者やその家族の生活の質の向上に取り組む活動への支援に向けて検討を進めます。 

想定 
事業量 

産科拠点病院数 ３か所を維持 
【直近の現状値】29 年度：３か所 

計画上の 
見込額 

９億円 

 
５ 救急救命体制及び救急・災害医療体制の充実・強化 所管 消防局、医療局 
高齢化の進展等により救急需要の大幅な増加が予想される中、救急自動車等の計画的な更新・整備を進めるほ

か、応急手当や救急相談センター＃７１１９のさらなる普及、予防救急の取組を進めます。また、救急要請多発時の
救急体制や、医療機関等との連携による救急救命体制を充実・強化します。災害医療体制については、大規模集
客イベント等における医療救護体制の充実などを進めます。 

想定 
事業量 

①救急自動車・資器材の計画的な更新・整備 50 台（４か年） 
②公民連携による搬送体制の仕組みの構築、試行 １台 
【直近の現状値】29 年度：①13 台/年 ②－ 

計画上の 
見込額 

78 億円 

 

６ 市立・市大・地域中核病院の再整備 所管 政策局、医療局、 
医療局病院経営本部 

新市民病院は、高度急性期・急性期医療を中心とする病院として開院します。また、老朽化が進む地域中核病院
である済生会横浜市南部病院の再整備を進めるとともに、横浜市立大学附属病院等の再整備を検討します。 

想定 
事業量 

新市民病院の開院（32 年度） 
【直近の現状値】29 年度：着工 

計画上の 
見込額 

357 億円 

 
７ 先進的医療の推進 所管 政策局、医療局 
横浜市立大学の先端医科学研究センター及び附属２病院 ※を中心に、再生医療、がん医療等、基礎研究で得ら

れた優れた成果を臨床現場で実践できる医療技術に橋渡ししていくための臨床研究を推進する取組を支援します。 

想定 
事業量 

横浜市立大学附属病院が臨床研究中核病院に承認（32 年度） 
【直近の現状値】体制整備 

計画上の 
見込額 

10 億円 
 
※横浜市立大学附属病院、横浜市立大学附属市民総合医療センター 

3(冊子67)

01096005
ハイライト表示

01096005
ハイライト表示

01096005
ハイライト表示

01096005
ハイライト表示



災害に強い都市づくり（地震・風水害等対策） 
 

✦政策の目標・方向性 

・市民や来街者等への災害情報の伝達手段の拡充や多様化の検討、消防防災活動の中枢となる消
防本部庁舎の整備等を進め、災害対応力や活動体制を強化します。 

・市民の生命と財産を守り、災害に強い安全で安心な都市づくりを実現するため、横浜市地震防
災戦略の減災目標達成に向けた取組を着実に推進します。 

・局地的な大雨等に対して、流域全体での河川、下水道、公園・緑地、道路など、まちづくりの
事業が連動した総合的な浸水対策等を着実に進めるとともに、気候変動への適応策として、グ
リーンインフラを活用した減災対策の検討を進めます。 

✦現状と課題 

・建築物不燃化推進条例による規制の導入、約 9,800 か所のがけ地調査、土砂災害ハザードマ
ップの全戸配布等、過去の災害の教訓から様々な防災・減災対策を進めています。 

・市立学校の耐震化率 100％をはじめ、建築物の耐震化、不燃化や延焼遮断帯形成の推進、緊急
輸送路の閉塞を防止する取組、都市基盤施設の耐震化等に取り組んできましたが、近い将来に
危惧される大規模な地震の発生に備え、さらなる都市の強靱化が重要です。 

・大規模災害発生時において 1,300 万トンのがれきが発生すると予測しており、災害廃棄物の
迅速な処理に向けた体制の構築等が必要です。 

・建築物や宅地について、適切な維持保全等を促すため、的確な指導や違反対策の取組を着実に
実施し、建築物等の安全性を確保することが重要です。 

・気候変動の影響から局地的大雨等が増加傾向にあり、 
河川の溢水やがけ崩れなどの被害などの災害リスク
が危惧されています。引き続き、基盤整備による対
応を推進するとともに、気候変動への適応策として、
グリーンインフラを活用した減災対策の検討を進め
る必要があります。 

・人や都市機能が集中する横浜駅周辺などについては、
特に災害に対する安全性の向上を進めてきましたが、
今後はさらに進める必要があります。 

  

政策 3４ 

資料：総務局「横浜市の災害」 

様々な世代が参加する地域力防災事業（神奈川区） 

 神奈川区では、学校と地域が連携した防災訓練や「中学生向け防災
ガイド」を活用した防災教育の取組を支援しています。 
また、発災時に住民がスムーズな避難行動がとれるよう、地域によ

る「地域の防災マップ」作りへの支援や神奈川区 PTA連絡協議会と
連携した子育て世代への防災啓発を推進します。 
このように、様々な世代が地域防災の担い手となるような取組を行

い、地域防災力の向上を図ります。 
。 中学生の防災訓練 

写真等 

【横浜市内の地震観測記録（平成 19年～28年）】 
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✦指標 
 指標 直近の現状値 目標値 

（33年度末） 所管 

１ 沿道建築物の倒壊リスクが解消して
いる緊急交通路の区間数 

64/117区間 
（29年度） 72/117区間 建築局 

２ 条例に基づく防火規制区域内におけ
る耐火性の高い建築物の建築件数 

1,576件（累計） 
（29年 12月時点） 4,900件（累計） 都市整備局 

3 河川の想定氾濫区域面積 
（１時間あたり約 50mmの雨） 

540ha 
（29年度） 385ha 道路局 

 

✦主な施策（事業） 
１ 危機対応力の強化 所管  総務局、消防局、 

資源循環局等 
既存システムを活用した災害情報の伝達手段の強化、多様化の検討を進めるとともに、消防防災活動の中枢とな

る消防本部庁舎の整備や港湾消防力等の強化、大規模災害発生時の広域応援活動拠点や災害廃棄物の迅速な
処理に向けた検討などを進め、災害対応力や活動体制の強化を図ります。 

想定 
事業量 

緊急情報を伝達する設備（防災スピーカー等）の増設 190 か所（４か年） 
【直近の現状値】29 年度：140 か所（累計） 

計画上の 
見込額 

80 億円 

 

２ 建築物の耐震対策・安全で良好な市街地形成 所管 建築局、都市整備局等 
民間建築物（特定建築物、マンション、木造住宅）の所有者へ支援を行い、耐震化を図るとともに、公共建築物の

特定天井の耐震改修を進めます。また、安全で良好な市街地形成のため、建築物の適切な維持管理を促すととも
に、狭あい道路の拡幅整備等を進めます。 

想定 
事業量 

①既存公共建築物の特定天井耐震化率 70％ 
②狭あい道路の拡幅整備延長距離 221km（累計） 
【直近の現状値】29 年度：①9.7％ ②183.4km（累計） 

計画上の 
見込額 

716 億円 

 
３ 地震火災対策の推進 所管 都市整備局、道路局、 

消防局、区 
条例に基づく防火規制等により、耐火性の高い建築物への建替え等を促進し、まちの不燃化を進めるとともに、出

火後の延焼を防ぐ延焼遮断帯の形成、消防力の強化などにより、地震火災に強い都市づくりを進めます。 

想定 
事業量 

老朽建築物の除却・建替えに対する補助件数 1,400 件（４か年） 
【直近の現状値】29 年度：788 件（累計） 

計画上の 
見込額 

60 億円 

 
４ 局地的な大雨等の風水害対策 所管 道路局、環境創造局、 

都市整備局、温暖化対策統括本部 
局地的な大雨等に対して、流域全体での河川、下水道、公園・緑地、道路など、まちづくりとの連動や、気候変動

への適応策としてグリーンインフラを活用した減災対策など、総合的な浸水対策を進めます。 
また、人や都市機能が集中する横浜駅周辺などで浸水対策をはじめとした防災機能の向上を進めます。 

想定 
事業量 

横浜駅周辺の浸水対策工事 公共下水道事業による浸水対策工事着手（32 年度） 
【直近の現状値】29 年度：民間事業者による雨水貯留施設の工事着手 

計画上の 
見込額 

318 億円 

 
５ がけ地の防災対策 所管 建築局、環境創造局、 

道路局、教育委員会事務局 
がけ地現地調査の結果を活用した地権者への働きかけ、対策工事費用の助成や相談体制の充実などの取組に

よりがけ地の改善を促進するとともに、道路や公園緑地、学校敷地のがけ地の安全対策を推進します。 

想定 
事業量 

がけ地防災・減災対策工事助成金交付件数 120 件/（4 か年） 
【直近の現状値】29 年度：25 件/年 

計画上の 
見込額 

44 億円 

 

６ 緊急輸送路等の強化整備・都市基盤の耐震対策 所管 道路局、環境創造局、 
建築局、港湾局、水道局 

緊急輸送路等の整備や道路の無電柱化、橋梁の耐震化、耐震強化岸壁の整備を進めるとともに、沿道建築物の
耐震化を図るなど、災害時における消火活動や救助活動、輸送機能の確保のための取組を進めます。また上下水
道施設の耐震化を進め、災害に備えたライフライン施設の整備を進めます。 

想定 
事業量 

緊急輸送路のミッシングリンクの解消 ３か所 
【直近の現状値】29 年度：事業中 

計画上の 
見込額 

3,001 億円 
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災害に強い人づくり・地域づくり（自助・共助の推進） 
 

✦政策の目標・方向性 

・自助・共助の大切さを広め、災害に強い人づくり・地域づくりを進めるため、地域における防
災・減災の取組を率先して行う人材の育成、幅広い世代への防災教育の充実、出火防止や初期
消火力向上の取組などを推進します。 

・河川の氾濫等に対し、適応の観点も含め、自助・共助の促進による「逃げ遅れゼロ」に向けた
意識啓発等を推進します。 

・これまでの大規模な自然災害の教訓を踏まえ、防災・減災の取組の見直しを図るとともに、災
害時要援護者等の支援の強化や、女性の視点からの防災対策の充実に取り組みます。 

✦現状と課題 

・市民や地域が災害への事前の備えや発災時に命を守る行動がとれるよう、町の防災組織におい
て防災・減災の取組を率先して行う約 1,800人の防災・減災推進員の育成など、地域の防災・
減災の取組を支援しています。 

・横浜市民防災センターのリニューアル以降、11 万人超が自助共助プログラムを修了し、幅広
い世代に防災教育が進んでいます。今後一層の防災意識向上を図るため、小中学校での防災教
育の充実や、自治会・事業所への研修機会の提供等を推進することが重要です。 

・地震火災による被害が大きい地域では、自助・共助の取組を推進し、市民や地域の防災意識を
高め、出火を抑える取組の徹底や、具体的な防災まちづくりにつなげていく必要があります。 

・河川整備等のハード対策だけでは防護しきれない洪水が発生するとの考えに立ち、社会全体で
洪水に備えるため、河川の氾濫等に対し、「逃げ遅れゼロ」、「社会経済被害の最小化」を目指
して、「神奈川県大規模氾濫減災協議会」が策定（平成 30 年１月）した河川の減災に係る取
組方針に基づいた取組を進めて必要があります。 

・熊本地震などの教訓から、避難所において安全な避難生活を確保するためには、地域防災拠点
の機能の充実・強化をはじめ、
福祉避難所の円滑な開設や女
性の視点からの防災対策の充
実、ペット同行避難を受け入
れる体制作りなど、支援の充
実が必要です。 

  

政策 3５ 

防災対策事業（泉区） 

 泉区では、地域防災拠点での訓練、地域・消防・医療機関・警察等と
連携した総合訓練、身近な防災資機材の拡充などを展開し、地域防災力
の強化を図っています。なかでも、担い手の高齢化が課題となっている
ため、既存の担い手が連続講座等により次の担い手を育成する全区的な
ネットワーク（町の防災ネットワーク会議）を新たにつくり、つながり
の輪を広げつつ、地域の核として継続的に地域防災に取り組む人材の確
保・育成を進めます。 訓練の様子 

【大地震への不安】 

資料：総務局「横浜市民の危機管理アンケート調査（平成 27年度）」 
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✦指標 
 指標 直近の現状値 目標値 

（33年度末） 所管 

１ 消防団員の充足率 92％ 
（29年度） 100％維持 消防局 

２ 災害時要援護者支援の取組を実施し
ている自治会町内会の割合 

82.2% 
（29年度） 95% 健康福祉局 

3 災害時下水直結式仮設トイレ（災害用ハ
マッコトイレ）のある地域防災拠点数 

162か所（累計） 
（29年度） 367か所（累計） 環境創造局 

資源循環局 
 

✦主な施策（事業） 
１ 地域防災の担い手育成 所管 総務局、消防局 
地域防災の要である消防団活動の充実強化や、町の防災組織において防災・減災の取組を率先して行う防災・

減災推進員の育成を進めるとともに、自助から始まり地域防災の担い手となる家庭防災員の研修を充実するなど、
地域の防災力を高める人材育成を推進します。 

想定 
事業量 

防災・減災推進員 1,600 人（４か年） 
【直近の現状値】29 年度：500 人/年 

計画上の 
見込額 

26 億円 
 

2 防災教育の充実等による防災意識の向上 所管 総務局、消防局、教育委員会事務局 
道路局、環境創造局 

横浜市民防災センターにおける地震や風水害等の自助共助プログラムの拡充、幅広い世代への防災教育の充実
等により、防災意識向上を推進します。また、局地的な大雨等への自助共助の取組として、内水・洪水ハザードマッ
プの活用、河川の水位情報の提供等による意識啓発を推進し、「逃げ遅れゼロ」を目指します。 

想定 
事業量 

横浜市民防災センターの自助共助プログラム修了者数 200,000 人（４か年） 
【直近の現状値】29 年度：46,325 人/年 

計画上の 
見込額 

７億円 

 
3 地域・事業所における防災力の向上 所管 都市整備局、総務局、消防局、

建築局、水道局、区 
地域で取り組む防災まちづくりの促進や、自治会等での防災訓練により、地域の防災力向上を図ります。 
また、建築物や危険物施設等の火災や事故などの防止のため、事業所等への立入検査や指導等を通じて、自主

防火・防災体制の確保を図ります。 

想定 
事業量 

防災まちづくり活動への支援を行った団体数：20 団体/年 
【直近の現状値】29 年度：18 団体/年 

計画上の 
見込額 

８億円 
 

4 出火防止や地域における初期消火力向上 所管 総務局、消防局、 
都市整備局、区 

地震による出火や延焼防止対策を強化するため、さらなる広報活動等による感震ブレーカーの普及促進や、スタ
ンドパイプ式初期消火器具等の設置・更新促進を図ります。また、火災の早期発見に有効である住宅用火災警報器
の設置更新を促進します。 

想定 
事業量 

①感震ブレーカー等設置補助件数 28,000 件（４か年） 
②スタンドパイプ式初期消火器具の設置・更新等 400 件（４か年） 
【直近の現状値】29 年度：①簡易タイプ 5,127 件/年 ②104 件/年 

計画上の 
見込額 

１億円 

 
5 地域防災拠点の機能強化 所管 総務局、環境創造局、資源循環局、 

水道局、温暖化対策統括本部 
下水直結式仮設トイレ（災害用ハマッコトイレ）の整備、耐震給水栓の整備による飲料水確保、防災備蓄庫の校地

への移設を進めるとともに、地域防災拠点の資機材や備蓄食料等の更新を行うなどの機能強化を図ります。 

想定 
事業量 

耐震給水栓の整備数 30 か所（累計） 
【直近の現状値】29 年度：2 か所（累計） 

計画上の 
見込額 

37 億円 

 
6 災害時要援護者等支援の強化など災害対応の充実 所管 健康福祉局、総務局、 

国際局、区 
災害時要援護者や外国人などに対する地域での自主的な支え合いの取組支援の充実を図るとともに、福祉避難

所が円滑に開設・運営するための対策を進めます。また、女性の視点をいかす取組や、地域防災拠点でペット同行
避難の円滑な受入体制づくりなどの検討を進め、防災対策の充実を図ります。 

想定 
事業量 

地域に名簿情報を提供している要援護者数 72,700 人 
【直近の現状値】29 年度：51,215 人 

計画上の 
見込額 

３億円 
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